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会計，情報システムの 戦略的管理 

溝 口 周 三 

はじめに 

1980 年代以降，，情報 - ンステムや情報技術は ， 

企業環境変化に 戦略的に対応するためのシステ 

ムとして SIS 等の新しい概念を 導入しつっ ， 

、 ンステム自体の 自己進化と組織適応を 促してき 

ている・ しかし一方では ， その過渡的段階とし 

て，情報システム 戦略の首尾一貫性の 欠如から， 

、 ンステム統合化の 不備，非効率的なデータ 管理 

による経営情報の 遅延及びその 不適切さが組織 

0 戦略意思決定にクリティカルな 要因であ ると 

明確に認識されはじめ 1,, 組織における 会計情 

報システムや 情報技術に内包されるいくつかの 

問題点が指摘されている． 

第一は， 組織戦略と会計情報システムの 開 

発・管理戦略との 整合性がとれていない 点であ 

る． このため， システム開発順序と 組織に よ る 

情報要請優先度のレベルが 調和せず． システム 

資源の保有水準に 不適性が生じ ， システム開発 

計画も便宜的に 変化する． 第二は，会計情報シ 

ステムの開発・ 管理の基礎となる 情報技術戦略 

に首尾一貫性が 認められず，相互矛盾する 意思 

決定がトップマネジメント と 情報システム 責任 

者 間で選択される 傾向があ る， このため， 多額 

な情報投資が 現状の組織の 情報要請に合わせて 

実施され，将来の 組織戦略に対してむしろ 制約 

となる情報技術投資として 費消される場合があ 

る・ 第三は，他社に 比較した会計情報システム 

や情報技術開発における 劣後性によ。 ), 営業機 

会が失われ，組織目標の 達成を支援するよ レ ) も 

むしろ，紬織成長への 制約条件になることが 現 

実化してきたことであ る． " 

かかる問題は ， 組織が会計 " 情報システムや 情 

まほ技術を戦略的に 管理しなかったために /1,.   じる 

ものであ 。 ), 組織の長期的便益に 貢献する 戦 m 各 

的 管理が重要であ ることを示している． 会 " 「 " 情 

報システムは ，経営管理過程における 会計情報 

の統合であ り，会計情報システムの 計画を含め 

た戦略的背理は 基本的に組織戦略に 体存すると 

ともに，将来の 組織戦略策定の 基礎構造となり 

得るものであ る   

組織戦略は，将来における 紬織のあ るべき姿 

を規定するとともに ， 戦略的代替案の 選択や利 

用 可能資源の選択を 通じて，組織目標への 適切 

な到達方法を 決定するため ， まず組織の現状を 

正確に評価する 必要があ る．次に，現状におけ 

る組織環境や 将来の組織のあ るべき姿の検討か 

ら，組織による 会計情報システムの 戦略的計画 

の 評価が決定される． すなわち， 会 ; 汁 ，情報シス 

テムは時間的連続性を 有しており， 将来の組織 

構造に対する 影響力により ， システム開発の 制 

約条件となるのか 推進要因となるのかが Wl 織の 

戦略的視点から 決定される． 

かかる組織戦略と 会計情報システムの 戦略的 

管理における 相互プロセスは ，連続的なシステ 

ム開発，維持・ 管理等の管理活動に 依存する． 

ここでは，会計情報システムの 戦略的管理の 役 

割 ・機能について ，組織との相互作用の 視点か 

ら以下の点について 考察する． 

まず，組織戦略と 会計情報システムとの 関連 
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性を組織の戦略的枠組み ( 外部環境と利害関係 ている・会計情報 - ンステムは，組織戦略策定と 

者 ), 組織の戦略策定プロセスを 中心に考察す 執行管理に関する 全ての活動へ 情報を供給し 
る ．次に，会計情報システムの 戦略的管理の 枠 結果としてのフィードバック ，情報により 金言 刊 清 

組みとして，組織戦略策定プロセスに 対応する 華 だ ンステム自体の 変革がもたらさ オ Ⅰ る ・ここで 

会計情報システムの 対象領域及び 機能領域につ は ， まず外部環境モデル 一組織モデル ( 組織 戦 

い て検討する．これを 受け，会計情報システム m 各策定プロセス ) 一会計情報モデルの 3 層構造 

0 戦略的計画プロセスとして ，組織戦略の 分析 を想定する   

と 解釈，情報分析を 考察し最後に 包括的な会 (1) 組織における 外部環境 

計 ，情報システムの 戦略的管理に 対 し 情報技術 戦 図 1 に示す よう に，組織は，覚部環境とその 

略 との関連性からの 接近がなされ ，戦略的管理 構成要素であ りしかも組織に 影響を与える 主体 

の 意義を考察する   としての利害関係者・ 圧力団体に取り 巻かれて 

いる．   

1 . 組織の戦略的枠組み 
組織における 戦略策定は，組織がおかれる 広 

会計情報システムの 戦略的管理を 考察する 場 義の外部環境条件の 変化を反映し 現在及び 将 

合 ，組織における 広範な戦略策定プロセスの 文 来の組織目標を 効果的に達成するためのプロセ 
脈の中で捉える 必要があ る・組織戦略自体が ， ス であ る．組織が直面する 外部環境としては ， 

外部環境に適合して 変化するとともに 外部環境 様々な要素が 考えられるが ，組織の戦略策定 プ 

への積極的な 働きかけを行な い ，環境と組織及 ロセスに大きな 影響を与える 代表的要素として 
び会計情報システムの 媒介変数たる 機能を有し は，経済的環境，政治的環境，社会的環境， 環 

図 1  組 識 における戦略策定プロセス 

  [ 外部時枝 : ゑ激 せ 変化 ]                                                   ボ紐 ⑧   
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境 ，技術的環境，法律的環境が 挙げられる． 41 

外部環境を構成し 組織に影響を 及ぼす環境 

主体として，利害関係者と 圧力団体が考えられ 

る・利害関係者の 属性は，組織の 創出した富の 

公正な分配を 要求することであ る．圧力団体の 

属性は，経営に 対する各種圧力を 組織に認知せ 

しめ， その圧力に対する 適切かっ迅速な 組織的 

対応、 を要求するものであ る．利害関係者や 圧力 

団体を構成する 主体は，株主，顧客，供給者， 

従業員，公衆，政府等がその 代表であ る． これ 

らは外部環境主体として 同一であ りながら，そ 

の行動様式は 利害関係者と 圧力団体の 9 つの属 

性を有している． " 

利害関係者からの 組織への要請は 基本的に組 

織の経済活動に 由来するため、 組織は上 ヒ較 的容 

易に外部環境条件 - の変化を種々の 情報経路を通 

じて把捉することができる． しかし 圧ゾ J 団体か 

らの組織への 要諦 は ，利害関係者としての 属性 

を 兼備しているため 分離が難しいこと。 要請 が 

客観的に数量化されにくいこと ，要請に関する 

， 自貝 Ⅱ 吋能惟が 乏しい等の理由から ，情報の収集 

やその評価が 困難であ る場合が多 い ・ l 一 かし 

組織戦略への 脅威や機会に 最も大きな影響を ， j, 

えるのは， この圧力団体からの 要請であ り。 こ 

の将来動向の 適切な認識と 評価が， 組織の戦略 

策定プロセスの 重要な基礎情報となる．覚部環 

境は変化の速度が 早 い ため， 組織に よ る外部環 

境 情報の取り込みは ，組織活動に 対する脅威と 

なる主体に対する 不断のモニタリンバに よ る情 

報収集とその 評価手法の確立が 要件となる． 61 
(2) 組織における 戦略策定プロセス 

外部環境における 利害関係者・ 圧力団体の上 

部構造として ，組織に よ る戦略策定プロセスが 

存在し図 1 の破線内に示す 手順で実行される   
組織目標または 使命は， 外部環境からの 要請 

に対し組織に 内在する価値評価システムを 介 

して利益，市場，成長，多角化等の 戦略的組織 

目標を設定する． 

かかる戦略目標を 達成するための 第 - 段階と 

して，変動する 外部環境の中で 組織がおかれて 

い る状況評価と ，組織内部における 現有資源の 

評価を有機的に 結合することが 必要となる     

すなわち組織内部では ，外部環境との 関連性の 

視点で，現状の 組織がおかれている 脅威，機会， 

これらに対する 優位性，劣後性の 評価が製品 / 

サービス， 人材，設備，研究開発活動，財務等 

の側面から評価される．一方組織覚部では ，競 

争者の戦略分析として 競争者の市場占有率，技 

術，将来の戦略的行動の 評価が必要となる． か 

かる プロセスを経て ，現状の組織戦略の 位置づ 

けと分析が組織内部及び 組織覚部について 実施 

される． 

現状の戦略分析を 基礎に，覚部環境からの 将 

来の脅威・機会を 評価して将来の 戦略策定を実 

施する・評価基準として ，財務リスク ，攻撃型 

/ 防御型戦略，組織内部資源 ( 人材，技術，財務， 

設備等 ) の活用能力が 挙げられる． 8, い く っ か 

の戦略代替案が 組織目標達成の 観点から評価さ 

れ ，実施可能戦略が 採択される． この戦略が実 

行され，経過の 管理と結果のモニタ 一により組 

織目標の変更にフィードバックされる． 

2. 会計情報システムの 戦略的管理の 枠組み 

図 1 の組織モデルは ，第一階層の 外部環境モ 

デルの上部構造として 第二階層に位置づけられ ， 

階層間の情報収集と 分析を経て実行可能な 戦略 

を選択するプロセスであ る． 会計情報システム 

は ， この組織モデルにおける 戦略意思決定，経 

営管理・業務管理を 支援する機能を 有し組織 
モデルの上部構造として 第三階層に位置づけら 

れる． 

。 2, 組織戦略との 対応領域 

図 2 は，組織モデルにおける 戦略策定プロセ 

スに対応する 会計情報システムの 戦略的管理の 

対象領域であ る． 9) 

①現状及び将来の 組織戦略が策定されると ， こ 

0 組織戦略に対する 会計，情報システム 構築計画 

のための分析・ 解釈が実行される・ 具体 由 りには， 

、 ンステム設計のためのシステム・アーキ タ クチ 

ュア， データ・アーキテクチュア ，ノ、 要とされ 
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図 2  会計情報システムの 戦略的管理の 対象領域 

描 持城 憶   
( 現状 / 将来 )   

[ 描時的筈理 の 対穏領牡 ]     
  

  笘牡は 憶の ● 活在的 シス 

  分析と解釈 ㍉技術 撰略 
  
  

  
  

会計 拍穏 システム / 

  
会計帝釈システ                 

肝荻技衞 の 接略的住 
ム / 技術展 望                 

理 ( 俺要 m ) 

●シミテム・ :- I" 
  

● 帝 根基盤 技條 ● 田発仮先損位   
● 投 柄杓 笘理 Ⅰ 曲 発育 什 

  
会計 帝穏 システム / 

柑根 技術の 撰賂竹 笛   
  仮 ( 供待 m )   

  

  

● れ ㍉の 実 0  システムの効果   

推計画 ● ] 、 サ ・ - 満足度 

  会計 肝掘 システム / 

計画 柑荻技桁 の 商 発と実 
    

テ Ⅰ   侍理   

    

る アプリケーション・システムの 組合せや開発 ステム要請とユーザー 要請との調整や 統合化を 

優先基準，将来の 会計情報システムと 情報技術 促進し限定されたシステム 資源制約の中で 実 

の 潜在的な組合せ 等が組織戦略との 関連性から， 行可能かっ効果的なシステム 開発計画を策定し 

会計情報システム 構築計画の要件として 分析さ 実行する・供給側はこのシステム 構築計画プロ 

れ ，解釈される・ このプロセスにより ，組織 戦 セス の経緯から，情報需要側に 情報基盤整備や ， 

略は会計情報、 ンステムに変換され ，環境適合白 9 、 ンステム開発順序の 変更等の戦術的変更や 管理 

な 会計情報システムの 戦略的構築の 基本的枠組 に関する，情報をフィードバックする   

みが形成される   ④会計情報システムの 実そ子に関して ，システム 

②この基本的枠組みに 基づき，会計情報システ の 構築目的に対する 実現効果， ユーザ 一の満足 

ム とこれを支える 情報技術に対し トップマネ 度 ( 操作性，迅速性，正確性 ) に関する情報が 会 

、 ジメントの視点からシステムの 開発方針， シス 計 ， l 、 青報 、 ンステム供給側にフィードバックされる   

テムへの要請， システム構築の 優先順序等の 要 11) 

求が出される．要求は 外部環境における 技術 変 会計，情報 - ンステム構築計画とフィードバック 

化の方向や，市場における 競争優位性を 高める 情報による会計情報システム 維持管理は，組織 

、 ンステム等の 将来展望を考慮することが 重要と 戦略に対応するシステム 的表現そのものであ り， 

なる． このような情報需要側による 会計情報、 ン 会計情報システムの 戦略的管理は 組織戦略を媒 

ステムや情報技術の 評価は，将来の 潜在的な会 介 にした外部環境への 適応、 プロセスであ ると 考 

計 情報システムや 情報技術戦略のあ り方として， えられる・かかる 観点から，本論では 図 2 の 破 

組織戦略 ヘ フィードバックされる．、 0) 線 内部を会計情報システムの 戦略白 9 管理の対象 

③一方，情報供給側はこれらの 要求を受け ， 、 ン 領域として考察し 第 3 章で会計情報システム 
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の 構造を規定する 要因 ( 図 2 の楕円部分 ) をさら 
  
舌 えよ う   14   

に 検討する． 

(2) 機能領域 

次に ， 全き 刊 青軸 - ンステムの有する 機能を考察 

する． 図 3 はワイズマンによる 情報、 ンステムの 

分類を修正・ 変更したものであ る． 1,, 

プロセス・ イ / ベ一 、 ンコ ンを主日的とする 

MIS は， 原著の定義を 考慮するとデータ 処理 
( データ・プロセッシンバ     DP) と 考えること 

ができる・ また情報ニーズを 満足させ，情報 検 

索 ・分析の機能を 有するシステムは 経営情報シ 

ステム (MlS) と考えられる． 13,MIS は，デー 

タの正確性，迅速性に 基礎をおくため nP を包 

含したシステムとなる． 同様に， SIS は適切な 

情報供給やそれへの 原始データ処理に 関する 

MIS や DP そのものであ り，情報検索・ 分析 

機能は MlS 機能を包含している． 

SIS は機能的には DP や MlS と同等の機能 

を有し本質的な 機能差異は認められない． む 

しろ SIS は，従来は組織内部における 効率性 

や経営効果を 目的として運用された DP や 

MIS の機能について ，組織覚部の 環境変化に 

関する，情報機能を 強化したシステムであ ると考 

えられる． システムの利用形態や 目的の観点か 

ら SlS 機能をみれば ， 競争優位性目的の SIS 

は DP や MlS を包含するシステムと 考えられ 

る・ すなわち，会計，情報 - ンステムの領域を 組織 

戦略との対応 か日 1@ ように定めたとき ，会計 

情報、 ンステムの戦略的管理対象とする 機能領域 

は DP, MIS を包括した SIS に他ならないと 

図 3  戦略的管理における 機能対象領域 

  

接能 ( 効率 ) ( 効果 ) ( 競争優位 ) 

      

3 、 会計情報システムの 戦略的計画のプロセス 

:1, 組織戦略の分析と 解釈、 

会計情報システムの 効果的な戦略的管理は ， 

将来の組織戦略の 展望の中で，効率性，効果， 

競争優位性を 満足させるために 追求される． 組 

織 と会計情報システム 相互間の整合性を 包括的 

に分析・解釈し ， これを会計情報システムの 戦 

略的管理に反映させることは 非常に複雑であ @)   

種々の手法の 組合せが必要とされるが ，組織戦 

略の分析と解釈には 以下の 3 つの方法が考え ろ 

れる． Ⅲ 

①トップダウンによる 組織主導型，分析的方法 

分析的方法は 組織の上層部を 通じて，組織戦 

略に寄与するための 会計情報システムに 対する 

構造的分析手法を 取る・すなわち ，組織目標， 

組織戦略，組織活動，情報要請等を 会計情報 - ン 

ステムの構成要素に 還元 し 既に組み込まれて 

いる情報要請や 組織活動，組織戦略を 支援する 

ための要求について 体系的に調査・ 分解し 組 

織 戦略のシステム 的構造を示すものであ る． 

②ボトムアップによる 技術主導型，評価的方法 

言平価的方法は ，現状の会計情報、 ンステムを構 

成するアプリケーション・システムやプロセス 

に 関しボトム ア，プ によるシステム 全体への評 

価としで実施される． この評価プロセスの 中で， 

会計情報システムの 戦略的計画に 対する組織戦 

略の分析や解釈が 評価基準としてビルトインさ 

れる． 

上記 2 方法を通じて ，組織戦略は 会計情報シ 

ステムにおけるシステム・アーキテクチュア ， 

- フ "p  。 タ " アーキテクチュアとして 具体化される 

16, さらに，全盲 廿 情報 - ンステムにおけるアプリ 

ケーション・システムのポートフォリオやその 

優先開発順序が 設定される． しかしこれらの 手 

法 による組織戦略の 解釈と分析のタイムスパン 

は， 近い将来及び 現状の組織戦略のタイムス パ 

ンに 偏重しがちであ りⅢ，構造的環境変化を 

含む将来の組織戦略に 対する会計情報システム 
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0 戦略白 9 管理には，別のアプローチが 必要とな 

る ． 

③組織内覚部に 対する機会探索型，創造的方法 

創造的方法は ，会計情報システム 及び情報 技 

術の潜在的可能性や 機会探索を基礎に ，会計情 

報システムに 対する戦略機会の 認識と解釈に 使 

われ，将来の 組織戦略策定のための 創造的な - ン 

ステム構築とアプリケーション・ポートフォリ 

オの設定に寄与する． 最初の組織環境の 分析 と 

機会探索から ，製品やサービスについて 会計情 

報システムがその 本質部分であ ったり， その流 

通が技術を介して 実行される領域では ，創造的 

方法による戦略的分析や 解釈がシステムや 技術 

を変革する概俳を 含む可能性が 高くなっている   
l8l 

上記 3 方法の組合せにより ，組織戦略の 分析 

と解釈が会計情報システムの 構造及び将来のア 

プリケーション・ポートフォリオの 策定として 

具体化される． 

組織戦略の解釈の 意義は， 将来の潜在的機 

会・脅威への 認識に対する 情報構造基盤やシス 

テム構造基盤整備の 適合性の喚起にあ る．組織 

戦略，組織管理変更は ，会計情報システムに 関 

する戦略的解釈を 経て， その特性を活かした 物 

流観点からの 製品開発，情報や 技術が製品にお 

ける本質的要素であ るような製品開発に 具体化 

される． 

(2) 情報分析 
組織戦略に基づいて 策定される会計情報シス 

テムへのトップダウンからの 要請に対して ，資 

源としての情報を 効果 自 りかつ効率由りに 供給する 

ためトップダウン・アプローチによるいくつか 

の 分析方法が考えられる． 19) このプロセスを 

経て策定された 会計情報、 ンステムの概俳設計， 

詳細設計は設計レベルでシステム 効果， ュ 一 

ザ一満足度の 評価手法やプロトタイプによる 試 

験 的施行を通じて 会計情報システムの 戦略的管 

理へのフィードバッバ 情報とされる． 

活動機能分析は ，組織活動を 活動機能により 

細分化していくプロセスの 中で，組織活動を 計 

画 管理するための 情報を認識する 手法であ る． 

将来の組織目標に 対する戦略活動が 定義され， 

その活動の細分化に 対する情報集合が 規定され 

る場合は， この方法による 情報分析が効率的で 

あ る． 20) 

データ・フロ 一分析は，会計情報、 ンステム間 

のデータのネットワーク 関係を示し データ相 

五間の独立性，依存性を 表現する手法であ る． 

21) 全ての組織活動に 関わるプロセスや 結果が 

データに写象され ，現状及び将来の 組織戦略に 

基づく活動がデータ・フロ 一により表現される   

この分析方法は ，個人や組織構造とは 独立に組 

織活動におけるデータ 相互間のネットワークを 

対象にするため ，あ る組織構造の 下での情報 構 

造 要請が明確になること ，組織活動と 情報構造 

が対応するため 組織構造の変化に 対する会計情 

報システム構築の 弾力性があ るなどの利点が 挙 

げられる． 

情報分析に対するかかる 接近方法は，外部環 

境に対する組織活動や 組織戦略が比較的安定的 

であ るか，将来の 組織活動への 予測が与えられ 

る場合には有効であ る． しかし環境条件が 変化 

し組織目標や 組織構造が柔軟に 変化する場合 

に ，組織活動に 対する情報構造は ，組織構造変 

化によって影響を 受け ， 新しい情報要請が 出現 

する可能性があ る．かかる情報要請に 対する有 
効な分析手法と して， ER  (ENTITY- 
RELATloNSHIP) モデルがあ る． ER モデル 

は ， ソ一タ 一の「事象理論」 22' の 観点から， 

会計を基礎にした ，会計情報中心によるデータ 

ベース志向の 研究として， マッカ ーシ 一の RE 

モデルに展開されてきた． 23@E モデルの特質 
は ，各実体における 経済活動を多数の「属性と 

値 」の組合せによって 記述し，データベース 上 

でデータを生の 形態 ( 統合化されない 状態 ) で蓄 

積・管理・利用することが 可能となる． RE モ 
デル における経済単位 ( 内部主体 ) を，組織階層 

の最も細分化された 機能までブレークダウンす 

ることで，組織構造の 変革やこれから 派生する 

多様な会計情報要請に 対し環境適合的な 情報 
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[ 支援 ] 

経営管理・業績管理を 改善するが、 戦略的 
には重要でない。 
●タイム・レコーディンバ   

●経費報告 
●予算 
●一般会計 

●給与計算 

●その他一般事務システム 

[ 転換 ] 
将来の戦略的重要性が 十分に認識可能であ る。 

●意思決定支援 
●エキスパート 診断システム 

●画像処理 
●ネットワーク 
●人材計画 
●第 4 世代技術 

[1 場 ] 
現状の戦略活動を 維持するのに 重要であ 

る。 
●資源データベース ( 製品、 材料、 従業員   

在庫等Ⅰ 

●在庫管理 
● CAD/CAM 
●補修・維持計画 

[ 戦略的 ] 
将来の戦略的成功を 納めるために 必要であ る。 

● FMS, CIM 
●顧客、 供給者、 競争者とのリンケージ・シス 
テム 

● MRP ( 生産資源計画 ) 
●製品利益計画、 販売予測 

分析手法と評価することができよう・ 穏 

4. 会計情報システムの 戦略的管理のプロセス 

前節までの議論は ，会計情報ジステムの 戦略 

的 計画のプロセスであ るが， ここではその 管 

理 - . 運営・維持プロセスを 考察する・ 

会計情報、 ンステムの 戦 m を胸管理を実施する 組 

織主体にとって ，組織戦略との 関連，性から 情報 

技術のおかれている 環境，組織からのⅡ 、 ぎ報 要請 

をどの様に調整し ，外部環境変化に 適合的な会 

計情報システムの 運営を維持・ 発展す る かが重 

要な課題となる．覚部環境変化による 組織目標 

の変化，将来の 情報技術の進展を 考慮 1, た 会計 

情報システムに 対するシステム・ニ - ズ及び 

ユーザー・ニーズが 動態的に変化する 場合， こ 

れに対応する 情報技術管理戦略の 方針が不可欠 

であ る． 

会計情報システムにおける 情報技術を考察す 

る 場合，ハードウェアとしての 技術だけをとり 

あ げることは狭義に 過ぎよう．情報技術の 競争 

優位性は，技術革新と 技術普及の速度により 容 

易 に覆される可能性が 高 い ためであ る．競争 優 

位 ，性のあ る情報技術としてむしろ ， アプリケー 

、 ンコ ン・システムとハードウェアの 融合体を広 

義の，情報技術と 捉えることが ，全盲Ⅱ青手れンステ 
ムの戦略的管理 - を 論じる上で妥当であ ろう． 
25   

会計情報システム グ 情報技術の現状評価と : 呼 

来 展望に関する 要請は，図 2 に示したよ う に外 

部環境変化にともな う 情報技術チ 測と ，組織 戦 

f をの分析・解釈から 生じる会計情報システムへ 

の要請が融合し 、 ンステムへの 需要 側 として 会 

" ヤ 情報システムの 戦略的管理に 寄与する．情報 

技術に対するかかる 戦略的管理の 方法として 

McFarlan は， 図 4 に示す よう に将来の情報技 

術開発に対する 戦略的影響と 現状の稼働 情 " 戦技 

術に対する 戦 m 各曲影響の軸から。 情報技術を支 

援 ，転換 ( 高い潜在性 ), 工場。 戦略的の 4 つの 

領域に分類している．， f. 

これらの 4 領域は，組織戦略に 対する役割・ 

機能が根本的に 異なるため，効果的な 情報技術 

の計画，開発，実行，稼働の 戦略的管理を 実施 

するためにはそれぞれの 領域における 異なった 

戦略が必要となる ， 

  1, 支援領域 

この領域は，組織の 戦 B を策定に対して 重要性 
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が 低いが， 自己の組織活動の 効率性を中心に 考 

え ， 他のシステムの 効率性や効果性を 支援する 

機能を有する．Ⅲこの 領域における 日常業務 
のデータ処理は ， 間接的に組織戦略策定の 基礎 

情報提供としての 役割があ る． 会計情報システ 

ムを 構成する各種アプリケーションは ，処理機 

能が独立しており 必ずしも他、 ンステムとの 統合 

化やインタフェイ ス を中心に考える ノ、 要はない   

この領域における 全盲 刊 青軸 - ンステムは日常業 

務 に使用されることが 多く，操作性も 容易であ 

り，支援機能を 保持するコンピュータ 容量も計 

算可能であ る． また将来の情報技術に 関するリ 

スクも，新技術に 遅れるリスクよりもむしろ 情 

報処理に関わるコスト 増のリスクの 方が大きい   

このため会計情報 - ンステムの支援機能に 関する 

、 ンステム領域については 外注戦略が，戦略的管 

理の一貫としてとられている． ここでの基本的 

な会計情報システムにおける 戦略的管理は ，次 

の とうりであ る． 

●末端ユーザ 一のための情報技術改善と 追加的 

コストの秤量 

●処理コンピュータ 容量の適切な 導入 

●汎用的購入アプリケーション・システムの 選 

択 

●集中化 - ンステムをとるならば ，情報センタ 一 

の活用に よ る ユーザ 一に認知された 情報処理 

技術環境の整備 

●外注戦略の 検討 

(2) 工場領域 

この領域は ，現 : 犬における組織活動に 対 G 、 し 

て機能している． 組織活動全体の 意思決定や業 

務管理に対する 効率性及び効果性を 中心に考え 

るため，金言Ⅱ青軸、 ンステムを構成する 各種アプ 

リケーション・システムは ，処理機能が 独立す 

ると同時に他システムとの 統合化やインタフェ 

イ ス が重要となる． 28' 

この領域における 会計情報、 ンステムは業務管 

理や通常的な 意思決定業務に 使用されることが 

多く，ユーザー 操作性も上 ヒ較 的容易であ る． し 

か，会計情報 - ンステムの各アプリケーション・ 

、 ンステムとそのハードウェアを 含む情報技術の 

組合せは複雑で ， システムの追加・ 修正等の維 

持活動は組織活動と 並行して実施されねばなら 

ず，情報技術の 習熟化が不可欠となる・ このた 

め将来の情報技術に 関するリスクも ，新技術に 

遅れるリスクよりもむしろ 情報処理技術の 安定 

化と維持に関わるリスクの 方が大きい・ また処 

理用コンピュータの 容量も処理量の 設計を基準 

にして，ピーク 対応が可能な 容量を確保する 必 
要 があ る． 

工場機能を有する 会計情報システムの 戦略的 

管理には，ハード / ソフトの維持を 含め，情報 

投資が過大化するリスクが 常に存在する． かか 

る会計情報システムの 工場機能に関するシステ 

ム 領域についてはアウトソーシンバ 戦略 291 が， 

戦略的管理の 一貫としてとられる 可能性が増加 

している． すなわち単なる 外注戦略ではなく ， 

組織の経常的な 業務管理活動や 意思決定活動に 

関する情報システムをハードウェアノソフトウ 

ェアの選択・ 維持まで含めて 一括外部に発注す 

る 戦田 各であ る． ここでの基本的な 会盲判青軸シス 

テムにおける 戦略的管理は ， 次のとうりであ る   

●組織における 金言ヤ情報ジステムの 統合化 : 統 

合 データベース ，情報処理の 標準 ィヒ 

●ピーク対応可能な 処理コンピュータ 容量の把 

握 

●組織活動に 対応するアプリケーション・シス 

テム の選択，修正 

●分散化システムと 集中化システムの 情報技術 

的統合化 

●新情報技術導入に 対する現有情報資源一特に 

技術習得可能性， 習得時間一と 導入に対する 

組織活動の反応の 検討 
●アウトソーシンバ 戦略の検討 

(3) 戦略領域 

この領域は，現状及び 将来における 組織戦略 

策定に寄与し 競争優位性や 組織戦略の実現の 

ために機能する． かかる組織戦略は 環境ととも 

に変化するため ， これに対応する 会計情報シス 

テムもまた常に 環境に適合するような 開発・ 強 
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化が行われる 必要があ る． 皿 

戦略的領域と 工場領域には 類似点が多いが ， 

基本的に " なるのは戦略的領域がその 本質上独 

白な会計情報システムを 必要とするため ， リス 

クを考慮する 点にあ る．会計情報 - ンステムを 構 

成する各種アプリケーション ，システムは ，処 

理機能が独立するとⅡ時に 他システムとの 統合 

化 や サンタフェイス ー 特に外部環境のモニター 

情報   を中心に考える 必要があ る．戦略的意思 
決定業務に使用されることが 多く ユ - ザーも 

トップマネジメントを 対象にするため ， 棟作 ， l" Ⅱ 

の向上が求められる． 

会 ， l" 哺 : 報 システムの各アプリケーション・シ 

ステムとそのハードウェアを 含む，情報技術の 細 

合せは複雑で ，外部環境変化に 合わせて 、 ンステ 

ムの追加・修正等の 維持活動が迅速かっ 弾力的 

に実施されねばならず ，情報技術の 習熟化とと 

もに新情報技術の " 得が不可欠となる． このた 

め 将来の情報技術に 関するリスクへの 方針は ， 

新しい情報技術が 如何に優れていても ，紬織戦 

略の枠組みの 中でとるべき 技術 職 m 各を徳 織 し 

不必要な新，情報技術に 関するリスクの 評価を適 

切に行なうことであ る． また処理用コシピュー 

タの谷 景も処理 量 の股引 - を基準にして ， ビーク 

対応が可能な 容量を確促する 必要があ る． ここ 

での基本的な 会計情報システムにおける 戦略「 l り 

管理は ， 次のと う りであ る， 

●純 - 織における公利 "l マ，滴 るシステムの 統合化 : 統 

合データベース。 ， 哺報 処理の標神化及び 弾力 

的な会 刮 "l" ず滴 るシステム 設 i 十 

●ビークスコ ， L   、   吋能 な処理 - コンピューバ 容吊     の 把 

キ，ゼ 

●紬織戦略に 村心する ア ブリケーション・シス 

テム・ジェネレータ 一の開発 

●分散化システムと 集中化システムの 情報技術 

的統合 ィヒ 

●外部における 情報技術動向の 把握と博人すべ 
き 新情報技術の 識別 

  4, 転換領域 

この領域は，戦略的領域に 将来転換する 可能 

，性を秘めている ， 戦略的領域の Fj 行 だ川時の特質が 

あ り， 戦略的システムの プ ロトタイブ と占 えよ 

う． この領域では ，戦略的システムに 移行する 

前にリスクを 軽減し その実 千 J," Ⅰ 能竹 ．を評価す 

ることが戦略的管理，の 人双 捉 となる．Ⅲ 

このため・ 公利，情報 - ンステムを構成する 各種 

アプリケーション・システムは ， 処理機能が 仙 

    Ⅱ し 特に外部環境のモニター   下級を中心に 設 

百十される傾向があ る．夫馬食ヰ 使時のため， 探作性 

の 向上は求められず ， 会 " Ⅱ 溝 " ヰは システムの各ア 

プリケーション・システムとそのハードウェア 

を含む   浦 幸は技術の組合せも 複雑であ る． 新 ， 哺 拙 

技術の習得は 不   吋欠 であ り，将来の禰」 ドは技ィ ⅡⅠに 

関 するリスク 坪 価の情報を認識し 伝達するこ 

とが求められる． ここでの基本的な 公刊 廿 i 甘 半ばシ 

ステムにおける 戦略的管理．は・ 次のと う りであ 

る． 

●組織における 缶 ; 十 情報システムの プ ロトタ イ 
ブ 実験 

●組織戦略に 対応するアプリケーシ。 ン ・シス 

テム・ジェネレータ 一の開発 

●外部における 情報技術動向の 把握と導入すべ 

き新   清拙技術の拭 ， $ 鉗り ;;@; 価 

会 ， 卜浦報 システムは 上 i14 領域の中で   まず 

転換傾城で実・ ぢ倹 i ぉ矧笘の システムとして 出現する   

この ゼ支 l ポ 手で， その 戦 m 各曲価値を認識し 戦 m 各的 ， 哺 

    服 、 ンステムへと 転換させるのが   情報組織におけ 

る トップマネジメントの 基礎的役割であ る． こ 

の時十で， 会 ， @ 『情報システムの 戦 f れ附挽子 役伸     

，性が認識され。 さらにこれを 体系的に組 舌 。 哉にお 

ける戦略的な 会計情報システム Cl 場領域 ) に 貝 - 

体 化することが 要請される， 3" 環境条件と組 

織戦略の変化は ，会計情報 - ンステムのあ るアプ 

リケーシ， ン ・システムを 支援領域に移行させ 

る． かかる会計情報、 ンステムにおけるライフサ 

イクルを組織戦略との 観点から評価し 各領域 

における会計情報システムの 管理戦略の策定が 

  情報システム 組織に要求される ， 
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5. まとめにかえて 
図 5  会計情報、 ンステムの変遷 

将来の技術 向死 に対する 撰時 的形Ⅰ 

低 面 概念的には上述の 枠組みにより ，組織戦略， 

会計情報システムが 構築されるはずであ るが， 

実際にはかかる 包括的かっ相互関連的接近方法 

によらず各組織独自の 手法や分析的枠組みによ 

り ，会計情報システムの 管理を実施しているの 

が現状であ る． このため，環境条件の 変化を会 

計情報システムに 整合的に反映できず ，環境評 

価の失敗，組織戦略の 解釈の失敗， データ処理 

の 失敗， ユーザ 一志向への失敗，情報技術選択 

の 失敗が重なり ，戦略的管理の 見直しが問われ 

ている．， 3) 

会計情報システムの 戦略的管理の 意義は，第 

  に ，外部環境と 組織 戦 m 各の枠組みの 変化に弾 

力的に適合することであ る．すなわち ， 会計 情 

報、 ンステムは現在と 将来の戦略的影響評価の 中 

で，図 5 に示すよ う に出現，試行，定着化と 何 

理 ，移管，廃棄のライフサイクルを 辿る・ この 

各段階と各領域における 会計情報システムの 管 

理は ，組織戦略を 反映し さらには環境変化を 

も包含する戦略的管理そのものであ る・ 

第二に，会計情報システムと 組織戦略の統合 

化が促進され ， データ処理機能 (DP) は組織内 

部の統合化から 関連企業，取引先企業をも 包含 

する組織覚部データの 統合化処理へ 進化する． 

また， MIS 機能は nP 機能の進化を 受け，組 

織的なシステム 統合化を進展させる． このよう 

な SIS 機能を構成する 各機能強化の 影響は ， 

単なる競争優位性の 確保だけでなく ，外部環境 

構造への積極的働きかけを 吋能 にする， 

第三に，情報システム・コストの 増加を抑 帝 l 」 

する．すなわち ，競争優位性の 向上や精微な 内 

部管理システムの 構築と運用は ， ハード / ソフ 

ト 面での，情報 - ンステム規模の 増加を招き ，ノ 、 然 

的に情報、 ンステム・コストが 増加する． このよ 

うな問題に対し 情報、 ンステムのライフサイク 

ル毎の戦略的管理により ，，情報システム・コス 

ト管理が効率的に 実施される． さらに， ハード 

/ ソフト面での 統合化により ， 、 ンステムへの 重 

キ 

複 投資の回避が 可能となる． 

戦略とは， 「競争者との 関連性から組織の 長 

期的成長と優位性を 増大させる目白りで 実施され 
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 のであ ると い え よう ． 戦略策定プロセスには ， 

活動計画のための 包括的かっ体系 白 りな戦略的計 

画，組織発展に 向けての創造的な 戦略的思考， 

外部環境からの 予期せざる脅威や 機会に効果的 

に対処するための 臨機応変な意思決定の 機能が 

必要とされる． これらの機能を 支援するのが 会 

計情報システムであ り，その効果 白 りな計画・ 管 

理 を担 う のが会計情報システムの 戦略的管理で 

あ る． 

注
 

1) ,l 青軸システム 機能の課題に 関する実態調査に ょ 
れば， 1990 年における最重要課題の 順位は ， ① 
情報アーキテクチュアの 構築②開発生産性の 向 
上③経営戦略との 連動性④データベースの 全社 

的構築であ った・一方， 1985 年における最重要 
課題の順位は ， ①開発生産性の 向上②メンテナ 
ンス 対 G ③開発バックロバ 対応④先進情報技術 

の導入であ り， 1990 年に比較すると 情報アーキ 
テクチュアの 構築は 13 位，経営戦略との 連動性 
は 15 位， データベースの 全社的構築は ml 位であ 

った． 海老沢栄一也「進化する 情報システム 機 

能」， 『日経コンピュータ ], N0. 258 (1991. 7. 
15),pp.216 円 17. 1985 年当時の情報システムの 
基本的課題は 単体としての   情報システム 機能の 
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あ ると言えよう． 
15) John Ward, Pat Griffiths & Paul Whilmore, op   

cil., pp. l15 円 17. 

16) 従来のシステム 開発計画は， トップダウンによ 
る組織諸元の 細分化とシステム 化によるその 再 
構築を ィ 青 軸 、 ンステム郎等の 公式組織によって 実 

施されてきた． しかし この傾向はコンピュー 
タのダウンサイジング 化とエンド・ユーザー・ 

コンピューティン グ の進展に伴い ， ①②の境界 

は小さくなっている． 例えば次の文献を 参照． 

Ⅱ nda A. Rnner, .Management Issues of End 

User Computing 。 ， John S. Chandler and H. Pe. 

te,  Holze,  (ed.) ,  MKN 刀 GEMENT  fNFoR- 
M 且 T Ⅰ ON  SySTEMS  pia""i"&,  。 。 ， 荻 ""zio", 

a" メ impz,m ㎝ f"fio",N.Y.,Basil 別 ackwell, 1988, 

pp. 9 ト 98. 
17)  David  M. Geo,goff  &  Robe,t  G. Mu,dick, op. 
cit.,p. l11. 将来の戦略策定に 最重要な要因とし 
て ， 彼らはシステム 構築計画期間を 掲げている． 

18)  Frederck  W. 引 uck, Stephen  P. Kaufman, and 
A. Steven  Walleck, 。 Strategic  management  for 
compelitjve  advantage, Haarv 。 ， ard  Bus7%ess  Re. 

view, July-Augusl 1980 ， pp. 158 円 61. 
19)  情報分析から 得られる成果は ， データベースの 
基本設計概俳であ る． データベース・マネジメ 

ント・ - ンステム (DBMS) は情報分析に よ る設 
計・計画とその 維持管理としての 情報資源管理 
(lRMS) に依存している． DBMS に関する詳細 
な議論については ，注 20 参照． 

20) 細分化された 業務機能とこれに 関連する情報の 
マトリックスによる 情報分析は，管理対象 別の 

データベースを 作成するのに 有効であ る   
Lieberman ， Arthur@ G ． and@ Whinston@ Andrew 

B ・ ， 。 A@ Structure@ of@ an@ Events ， Accounti   g@ In- 

formatlon  System,,  T んゼ Ac Ⅰ co ばれれ   れ e  R Ⅰ ひヤ磁， 
Vol.L,No.2,April 1975. データベース 設計を含 

めた戦略的な ，情報システム 設計の実施技法とし 
て， 1970 年代半ば以降 IBM が採用してきた 
BSP ( ビジネス・システムズ・プランニンバ ) が 

有名であ る． 後述のデータ・フロ 一分析やエン 

ティティ分析を 踏まえた情報分析に 関する文献 
の - 例として以下のものがあ る． James Martin, 
。 ST 化 AT 冗 GIC DATAH-P@ZA4NN Ⅳ ING METHHo. 

DOLOGIES, Englewood Cliffs, N.J., Prentice 
Hall, 1982. ( 坂本伝記， 「情報システムの 戦略的 
構築 一 ビジネス・データベースの 作成技法 一 」， 

初版， 日経マバロ ウ ヒル 社 ，昭和 60 年 ) 
21) ネットワークモデルの 適用はへイズマンとウィ 
ンストンの共著があ る． Haseman, W ⅡⅡ am  D. 
and  Whinston  A  ndrew  B., 。 /nzro ぬ cfio れ to  D ㎡ d 
M 沖 dge 用 8 れ f,  Homewood,  Richard  D.  Irwln, 

1977 ， pp ・ 123-148   

22)  Sorter,  George  H  .,  "An  "Events"  A  pproac    to 

Basic  Accounting  Theory", T んど A ㏄ oa れ Zi,ng  Re. 
t 。 ル功， Vol. XLIV, No. l, January  l969   

23) 会計の意味論を 基礎に， データモデルを 会計 領 
域 に初めて適用したのが て カ シ で あ る 
McCarthy ， William@ E ・ ， 。 An@ Entity-Relationship 

Wew  0f  Accounting  Models",  T わ A ㏄ o ぴ 加川 9 

Revie 援 ， Vol.  LIV,  N0.  4,  October  l979.  マッ 

カ ーシ 一のモデルはその 実体と関係に 対し さ 
らに会計への 適用に精微化が 進み， REA  モデル 

に展開する・ McCarthy, Wlliam  E., .The  REA 
Accounting  Model:  A  Generalized  Framework 

for  Accounting  Systems  in  a  Shared  Dala  En. 

㎡ roment,, The A4Accounti mg 刀 RevieW, VoI. LVII, 

N0.3, July 1982. 

24) REA データモデルの 適用上，最も 重要な課題は 
対象システムの 決定であ る． なんらかの基準で 

実体集合のレベルを 規定すると， データモデル 

による事象集合が 限定され，組織適合性や 多様 
な 情報要求に対し データベースの 有効性が制 

限される． 

25) 具体何として ， コンピュータ (PC から汎用大型 
計算機までと 周辺装置を含む ), システム・ソフ 
ト (OS, DBMS, コンパイラ等 ), ネットワーク 
( ハ一 ドウェア， ソフトウェア ， サービス ), Al, 
CAD/CAM,  ESS/DSS  が情報技術として 考え 
られる． 

26)  F. Warren  McFarlan, 。 Information  Technology 
changes  the  way  you  compete,, Haarv ゅ ㎡ RuSi- 
れ essRe て nifW, May-June  l984, p. l01. 図 4  はこれ 

を 力ロ筆 修正したものであ る． 

27)  John  Ward, PatGriffiths&  PaulWhitmore, op. 
cit., p. 369   

28)@ Ibid ・ ， p ・ 370   

29)  フォーチュン 誌によれば， アメリカの大企業に 
おけるアウトソーシンバ 第一号はイーストマ 

ン・コダック 社で， 計算センター 業務を 1989 年 

に IBM 社に全面移管し コンピュータ 投資の 
90% と年間のセンター 経費 10 一 20% の大幅な削 

減に成功したと 伝えられている． (91 年 9 月 6 日 
付日本経済新聞朝刊 ) 

30) Ibid.,pp. 36 Ⅰ 367. 
31) Ibid,,p. 368. 
32) 「支援」と 「転換」については 分散処理が適用さ 
れ， 「工場」と「戦略的」については 集中処理が 
適用されるのが 一般的であ る． このため情報シ 
ステム管理の 方針も， 前者は情報システム 組織 
に よ る分権 管理，後者は 集中管理が採用される． 

33) 例えば sIS の普及状況として 次の資料があ る． 
『情報化白書 1991 情報化の広がり 一産業そして 個 
人へ』， 財団法人 日本情報処理開発協会編・ 
1991 年 5 月， pp. 58 円 0 ・これによれば ， SIS へ 
の具体的な取り 組みは 43% 程度であ る． 
( みぞ ぐち しゅうじ 横浜国立大学経営学部助教授 ) 

          


